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専門部会の開催の考え方、検討テーマ、 

名称、メンバーについて 

１ 開催の考え方 

具体的かつ重要なテーマごとに、次のような場合に開催することとする。 

○見直しの方向性は一致しているが、専門性を確保した上で具体的内容を十分

検討すべきと判断する場合

○見直しの方向性が一致していないが、過去の検討状況を踏まえ、関係者の意

見等を聴きつつ、専門性を確保した上で十分検討すべきと判断する場合

２ 開催する部会 

第一次安倍内閣時に発足した地方分権改革推進委員会以降の議論の成果（積

み重ね）や、各府省の検討結果、地方の意見等を踏まえ、まずは、①無料職業

紹介に関する事務・権限の見直し、②自家用有償旅客運送に関する事務・権限

の見直しをテーマとするため、以下の２つの部会を開催する。 

○雇用対策部会（無料職業紹介関係等）

○地域交通部会（自家用有償旅客運送関係等）

その後、引き続き、他の重要テーマについて専門部会の開催を検討する。

３ メンバー 

 人数は５人程度とし、有識者会議議員から２人程度、専門分野の有識者か

ら３人程度とする。 

専門分野の有識者については、具体的な検討テーマ毎に人選することとする。 

直接の利害関係者はメンバーとせず、ヒアリング等により意見等を聴くこと

とする。 

※第３回地方分権改革有識者会議（平成 
25年 5月 15日）にて、了承されたもの 
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専門部会の開催について 

平成 25 年 5 月 15 日

地方分権改革有識者会議座長決定

１．趣 旨 

「地方分権改革有識者会議の開催について」（平成 25年 4月 5

日内閣府特命担当大臣(地方分権改革)決定）に基づき、地方分権改

革の推進に関する施策のうち特定の事項についての客観的な評価

及び検討に資するため、地方分権改革有識者会議（以下「有識者会

議」という。）は、必要に応じ、専門部会を開催することができる

ものとする。 

２．開 催 

専門部会の開催については、有識者会議で決定する。 

３．構 成 

専門部会の長（以下「部会長」という。）及び構成員は、有識者

会議の座長が指名する。 

４．運 営 

  専門部会の運営については、以下のとおりとする。 

（１）部会長は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

（２）専門部会終了後、部会長が報道関係者に対してブリーフィン

グを行う。 

（３）専門部会の配布資料及び議事概要については、後日、内閣府

のホームページにおいて公表する。 

（４）専門部会での検討状況については、有識者会議に報告する。 

５．その他 

前各項に定めるもののほか、専門部会の運営に関する事項その他

必要な事項は、部会長が定める。 
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雇用対策部会 名簿 

岩村 E

いわむら

A AE正彦 E

まさひこ

A   東京大学大学院教授 

AE玄 E

げ ん

AAE田 E

だ

A AE有史 E

ゆ う じ

A   東京大学社会科学研究所教授 

◎小早川
こ ば や か わ

光郎
み つ お

  成蹊大学法科大学院教授 

谷口 E

たにぐち

A AE尚子 E

な お こ

A   東京工業大学准教授 

AE村尾 E

む ら お

A AE新一 E

しんいち

A   読売新聞論説委員 

（◎は部会長） 
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雇用対策部会 開催実績 

 

第３回雇用対策部会（平成２７年９月２８日（月）） 

１．地方団体（全国知事会、全国市長会）からのヒアリング 

２．厚生労働省からのヒアリング 

３．日本労働組合総連合会からのヒアリング 

４．一般社団法人日本経済団体連合会からのヒアリング 

５．部会構成員の意見交換 

 

第４回雇用対策部会（平成２７年１０月２９日（金）） 

１．日本商工会議所からのヒアリング 

２．部会構成員による意見交換 

 

第５回雇用対策部会（平成２７年１１月２０日（金）） 

部会構成員による意見交換（報告書（案）について） 
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第３回雇用対策部会（9/28）の議論について（概要） 
 
○全国知事会 平井鳥取県知事の説明 
・一体的実施やハローワーク特区の効果はある一方、ハローワークが持つ

情報が地方側に提供されなかったり、繁忙期でも国の人員が柔軟に配置
されなかったりするなど、利用者目線での対応が不十分。 

・ハローワークの地方移管を強く要望（企業誘致等、産業政策と一体化し
た雇用政策の展開や、就職相談から職業紹介までの一貫した支援の提供
や、職業紹介と併せた生活支援などのサービスをワンストップで提供す
ることが可能。また、ＩＬＯ第 88号条約は、諸外国の状況等からも地方
移管の支障とはなり得ない。）。 

○全国市長会 田中中野区長の説明 
・生活保護受給者向けの支援とハローワークの職業紹介の連携により、対
象者の就職率が向上しており、成果が上がっている。 

○厚生労働省 生田職業安定局長の説明 
・国と地方との連携の取組については、利用者や労使、自治体からも高く
評価されており、地方の要望を踏まえてさらに改善したい。 

・地方移管は困難。 

○連合 新谷総合労働局長の説明 
・国と地方との連携の取組については、評価。一方で地方移管は反対。 
・雇用保障は国が責任を負うべき。広域的な労働移動は全国的ネットワー

クで対応すべきであり、就労支援に地域間格差は好ましくない。 
・過去に都道府県が設ける労政事務所が減少するなど、地方の労働行政の

取組に懸念。 
・雇用保険制度において、失業給付の濫給防止のためにも、失業認定と職

業紹介は国が一体的に行うべき。 

○経団連 遠藤統括主幹の説明 
・リーマンショック後の機動的な対応（雇用調整助成金の給付弾力化、ハ
ローワークの全国ネットワークによる窓口業務の迅速化など広域対応）
等は国が全国一斉に行ったからできたこと。 

・雇用保険制度において、失業給付の濫給防止のためにも、失業認定と職
業紹介は国が一体的に行うべき。 

○雇用対策部会構成員の意見交換 
・国と地方の連携の重要性は確認できた。 
・国と地方の連携における課題の具体的な改善策については、実務者から

なるワーキングチームで議論し、部会に報告を受ける。 
・雇用のセーフティネットについては、自治体ごとのバラつきが出てはい

けないが、一体的実施などの連携の取組は地方によって差がある。 
・リーマンショック後のような緊急時には国が対応すべきと考えるが、平

時に一定の条件のもとで、一部の自治体に部分的に移譲することは検討
できるか。 

・地方移管した際にばらつきをなくすためには、国の強力な指揮監督が必
要であるが、それは「自治」とは相いれないのではないか。 
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